
主目的 3 12 3

副目的

款 項 目 大 中

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

校長の裁量権を拡大することで、その教育方針に基づく特色ある教育活動の展開を可能に

し、多様で柔軟な子どもの個性を伸ばすとともに、保護者も含めた地区住民と連携する地域

に開かれた学校とする。

内容

（手段）

◆平成25年度実施内容

「新しい学校づくり推進事業」…各小中学校が、児童生徒の「生きる力」の育成を目指して行

う独自の事業に対し、補助をした。補助額は、全学校から提出される企画書をもとに、予算

の範囲内で審査･査定をするため一律ではない。なお、各学校の企画内容については、毎

年、校長による公開プレゼンテーションを実施しており、学校間での情報共有を図っている。

校長の裁量で使用できる予算として学校経営の重点項目となっている。

企画内容の例：児童の学力向上事業、体験活動、地域・保護者との連携　等

「学校評議員」…各学校で、学校評議員会を開催し、意見や助言等を学校運営に反映させ

た。

「地域に開かれた幼稚園づくり推進事業委託」…地域に開かれた幼稚園教育推進協議会に

事業を委託し、園児と地域住民との交流、世代間交流等を実施した。

「公共交通機関利用助成」…校外活動で公共交通機関を利用した場合に、その利用料金の

一部を助成した。
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一部を助成した。

◆平成25年度直接経費

学校評議員等謝礼（1,746千円）

地域に開かれた幼稚園づくり推進事業委託（228千円）

公共交通機関利用助成金（396千円）

新しい学校づくり推進事業補助金（19,995千円）

◆平成26年度直接経費

学校評議員等謝礼（1,962千円）

公共交通機関利用助成金（654千円）

新しい学校づくり推進事業補助金（20,000千円）
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事業の

達成状況

学校独自の課題（学力向上、いじめ・不登校、外国人児童生徒など）に対する取組み

や、外部からの意見・助言を得るなどして、各校で特色ある取組みを推進できた。ま

た、「地元農家の協力を得ての農作物の栽培」、「お年寄りを招いての昔話・遊びの体

験」等、複数年にわたり地域と連携した事業を行っている学校もあり、親、子、地域と

もに満足度が高い事業である。
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実実実実

事業実施におけ

る課題

地域への周知をするため、新しい学校づくり推進事業で行っている様々な取り組みの

PR方法を検討する。また、親、子、地域の各校に対する満足度を維持するため、継続

的に取り組むことが必要となる事業である。
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一次評価のとおり。維　持

方向性の判定

事業を縮小・

廃止したときの

影響

判　定　理　由方向性の判定

維　持

引き続き、各学校がおこなっている事業について、学校HPでの公開、PTA総会等での

紹介等、学校から直接地域への発信をする機会を増やす。

審査段階で無駄な取組と判定された事業は不採択とし、より効果的な事業への取組

を促す。

プレゼンテーションについては、学校間の情報交換、予算を使って実施しているという

コスト意識を持つ必要性から継続する。
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２７年度以降

の改善案

今後も事業を継続して実施するとともに、学校から直接地域への発信をする機会を増

やすことで、学校側に更なる自覚を促す。

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

各校で独自の取組みが実施され、特色ある学校づくりや地域とともに歩む学校づくり

に必要であるため、現状維持と判断した。

判定理由

学校独自の施策を打ち出すことが非常に困難となり、教育課程以外での自主性を発

揮しにくくなることから、子どもたちや学校の自立性の確立が後退し、学校教育の質

の低下につながる。

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）

２６年度における

事業の改善・見

直し内容（新規追

加事項、廃止・削

減事項等）


